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資料4-1
１．104の施策の取組実績（R2.9末時点）

◎…計画を前倒し、又は計画以上に実施できた。 ○…概ね計画どおりに実施できた。 △…計画どおりに実施できなかった。

２．基本目標別の主な施策の取組実績と指標の達成状況（R2.9末時点）
取組実績②…建設企業の新分野進出や

合併の支援
○経営基盤の強化を図るための新分野進出を
応援するため、進出を果たした企業の認定
や、他の模範となる優良な企業の表彰を実
施した。
・認定：148社･181件(累計) 表彰：34社

（R2.10末時点）

○経営の安定及び強化に取り組む企業を支援
するため、企業合併の経費の一部に対し、
補助金を交付した。
補助：2件（R2.9末時点）

取組実績①…建設現場の生産性向上と
業務の効率化

○建設現場の生産性向上を図るため、ＩＣＴ
活用工事を導入し、対象工事を順次拡大す
るとともに、ノウハウ習得に向け、産官共
同の講習会や未経験企業への専門家派遣事
業を実施した。

・ＩＣＴ活用工事実施数 57件（R2.9末時点）
・Ｒ２専門家派遣工事 6件（R2.9末時点）

○ＩＣＴの活用促進のため、ＩＣＴ活用工事
の実施証明書の発行を開始し、総合評価方
式における加点対象とした。
証明書発行：19件（R2.9末時点）
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Ⅰ
■ＩＣＴ活用工事の拡大

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

ICT
土工

・土工量
50,000m3以上
・５件実施

・土工量10,000m3
以上
・４件実施

・土工量1,000m3
以上の原則全工
事
・３３件実施

・土工量1,000m3
以上の原則全工
事
・１５件実施

ICT
舗装工

― ・表層面積
3,000m2以上
・１件実施

・表層面積
3,000m2以上の原
則全工事
・６件実施

・表層面積
3,000m2以上の原
則全工事
・２件実施

ICT
浚渫工
（港湾）

― ― ・原則全工事
（R元.7.1～）
・１件実施

・原則全工事

工事数
計

５件 ５件 ４０件 １７件

◎ ○ △
施策数 4 32 0 36
率 11% 89% 0% 100%

施策数 1 20 1 22
率 5% 91% 5% 100%

施策数 4 41 1 46
率 9% 89% 2% 100%

施策数 9 93 2 104
率 9% 89% 2% 100%

計

Ⅰ　建設業の技術力・経営力の強化

Ⅱ　建設業の担い手の育成・確保

Ⅲ　社会資本の適切な維持管理・更新への対応

計

評価（暫定）
基本目標

■指標の達成状況

基本目標Ⅰ
建設業の技術力・

経営力の強化

…

…………

基本目標Ⅱ
建設業の担い手の

確保・育成

…

…………

基本目標Ⅲ
社会資本の適切な
維持管理・更新

への対応

…

…………

ふくしま建設業振興プラン

←3つの基本目標

←24の目標

←104の施策

図 ふくしま建設業振興プランの構成

⇒県内建設企業倒産件数は、建設投資額の変動や、現行プランに基づく各振興施策の実施効果、
その他の様々な要因により増減している。社会に対する建設業の役割を継続的に果たすために、建
設企業の健全経営に資する施策の取組に、より一層努めていく必要がある。
また、工事の平準化率は、概ね目標値付近で推移しているが、経営資源の年間を通じた効率的な

活用には更なる改善が必要である。
これらを踏まえ、引き続き、建設業の技術力・経営力の強化に取り組む必要がある。

指標 ﾌﾟﾗﾝ策定時の値 目標値 現況値(最新値) 達成状況（暫定） 出典
平成27年 令和2年 令和元年

6件 減少を目指す 15件

平成27年度 令和2年度 令和元年度

0.82 0.80以上 0.79

※1：年度の平均稼働件数・金額と4～6月期の平均稼働件数・金額との比率。本指標の値は金額ベースを用いる。

概ね目標値付近の
状況にある。

県内建設企業倒
産件数

福島県年次経済
報告書

工事の平準化率
※1

東北地方発注者
協議会資料

増加しており、目
標値を達成してい
ない。



ふくしま建設業振興プランの改定 ～現行プランの取組実績②～ 資料4-2

○産学官連携の場の創設…平成29年度に『福島県建設業産学官連携協議会』を設置し、県内建設業の現状や課題についての情報を共有し、建設業振興施策を検証・改善するとともに、新たな産学官連携施策の創出・提案を図り、連携のうえ各種取組を実施してきた。

取組実績③…建設現場見学会の開催
○子どもに工事内容や現場のスケール感、や
りがい等を伝え、早い段階から建設業への
関心を持ってもらうため、建設現場を用い
た見学会を開催した。
・17校、463名（R元までの累計）

○子どもの就職に大きな影響力を持つ親に建
設業の仕事内容を正しく理解してもらうた
め、親子を対象とした建設現場見学会を開
催した。（R2.11.21開催予定）

取組実績④…学生との座談会の開催
○就職を控える学生を対象に、就職活動にあ
たってのニーズ、建設業へのイメージ等を
把握するための座談会を開催した。
・5校、141名（R元）

取組実績⑤…産学官連携による
ｲﾝﾌﾗﾒﾝﾃﾅﾝｽ技術者育成

○社会インフラマネジメントの中核となる技
術者を安定的に育成することを目的として、
産学官連携による「ふくしまインフラメン
テナンス技術者育成協議会」を設立し、技
術者“ふくしまME”を育成した。
・育成技術者数（R2.9末時点）

ふくしまＭＥ(基礎) 386名
ふくしまＭＥ(防災) 38名
ふくしまＭＥ(保全) 30名

○また、民間団体等が運営する一定水準の技
術力等を有する資格について、国土交通省
が登録する制度である「国土交通省登録資
格」に、ふくしまＭＥが登録された。

取組実績⑥…包括的維持管理の普及・啓発
○少子高齢化や建設投資の減少等が進むなか
においても、社会資本の維持管理や除雪等
を地域の建設業が継続的に担っていくこと
ができるよう、包括的維持管理の普及を進
めた。
・４地区で導入済み（R2.9末時点）

○地域インフラの維持管理が抱える課題を共
有し、持続的かつ効果的な維持管理のあり
方を考える機会として、シンポジウムを開
催した。
・R2.1.30開催
参加者233名

基
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Ⅲ

２．基本目標別の主な施策の取組実績と指標の達成状況（R2.9末時点）
■指標の達成状況

■指標の達成状況

⇒子ども･学生を対象とした担い手確保に向けた取組の効果発現を見極めるためには、中長期にわたる取組と検証が
必要であるが、現時点では、若年層の入職が十分に進んでいるとは言えないことから、入職促進に関して現行施策の
継続や広報の強化等の対応が必要である。
今後も人口減少・少子高齢化が進むことを踏まえ、引き続き、建設業の担い手の育成・確保に取り組む必要がある。

⇒対策工事を実施した橋梁数は、目標値の達成が見込まれるが、橋梁を含めインフラの老朽化は今後さらに
進行していくことから、効果的な維持管理手法の検討や長寿命化対策を担うインフラメンテナンス技術者の育成等
の取組に努めていく必要がある。
また、維持管理を担う地域の守り手としての建設企業が安定した経営を図るためには、適切な予定価格の設定が

重要であるが、自治体毎に特殊性があり、県内全自治体での達成には至っていないため、各自治体に対する丁寧な
説明等が必要である。
これらを踏まえ、引き続き、社会資本の適切な維持管理・更新への対応に取り組む必要がある。

指標 ﾌﾟﾗﾝ策定時の値 目標値 現況値(最新値) 達成状況（暫定） 出典
平成27年度 令和2年度 令和元年度

45.6% 55.0% 38.0%

平成27年度 令和2年度 令和元年度

57.6%
[全国平均値50.0%]

全国平均値以下 44.5%
[全国平均値45.3%]

平成27年度 令和2年度 令和元年度
98% 100% 100%

※2：県内建設関係学科を有する高等学校の３年生で、進路希望を就職とする者のうち、県内建設業に内定した人数の割合。

高校生の県内建
設業への就職率
※2

一般社団法人福島
県建設業協会調べ

県内建設業に就
職した高卒者の
３年後離職率

福島労働局資料
「新規高卒就職者
の離職率につい
て」

県内建設企業の
社会保険加入率

国土交通省「公共
事業労務費調査
（令和元年10月調査）

目標値を下回って
いる。

目標値を達成して
いる。

目標値を達成して
いる。

指標 ﾌﾟﾗﾝ策定時の値 目標値 現況値(最新値) 達成状況（暫定） 出典
平成23年度 令和2年度 令和元年度

218橋 760橋以上 692橋

平成28年度 令和2年度 令和元年度

41.7% 100% 81.7%

改善しているが、
目標値を下回って
いる。

長寿命化のため
の対策工事を実
施した橋梁数※3

福島県道路管理課
資料（ふくしまの
未来を拓く県土づく
りプラン指標）

※3：緊急輸送路（災害時における救助、救急、医療、消防活動等に必要な道路）等の重要性が高い路線で、長寿命化のための定期点検を実施し、要対策と判定された橋りょうで対策工事を行った数。
※4：「適正な予定価格の設定」は、最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の取扱を整備し活用していることとする。福島県及び県内市町村で本設定を達成している自治体の割合を指標とする。

適正な予定価格を
設定している県内
の自治体の割合※4

東北地方発注者
協議会資料

目標値の達成が見
込まれる。（Ｒ元
目標値：700橋）



(1) 働き方改革の進展

(5) エッセンシャルワーカーとしての活躍(2) 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づく対応

(3) インフラ分野のデジタルトランスフォーメーション(DX)の推進

 政府の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」において、安全安心に必要
な社会基盤のサービス提供に関係する事業者は、社会の安定の維持のために、緊急事態
宣言時も事業の継続が求められる旨が明記されるなど、建設業の役割が明確にされた。

 新型コロナウイルス感染症の影響により、県内においても離職者等が増加している。
（11/6時点で1,185人）

 有効求人倍率についても、バブル崩壊以来の大幅な下落となるなか、建設産業における
有効求人倍率は高い水準を保っており、雇用の受け皿となる余地を残している。
県内求人倍率（R2.8）
全体 1.16(対前年同月比 -0.26)
建築･土木技術者等 8.27(〃+2.11)
建設･採掘の職業 5.27(〃+0.90)

 Web会議、テレビ電話ツールを活用した遠隔での打合せ

 〃 工程会議や施工確認の実施

 幅広い視点での健康管理
（３密回避のほか、熱中症対策との両立、現場のみならず宿舎等の生活面での対策、
元下問わず･一人親方まで含めたケア 等）

 従前より取組が進められているICT施工等に加え、遠隔臨場、情報共有システム、
Web会議等の生産性向上のみならず感染症対策に資する取組への期待が高まっている。

 情報共有システムについては、福島県の実情に応じた運用により、一層の普及促進を
図る必要がある。（第５回協議会意見）

 各現場が円滑に進んでいるという前提があって、各システムの導入効果が発揮される。
現場の施工円滑化に向けた取組と併せて進める必要がある。（第５回協議会意見）

 新型感染症を契機として、インフラ分野におけるデータとデジタル技術の活用による
働き方の変革の機運が高まっている。
国土交通省においては、「国土交通省インフラ分野のDX推進本部」を設置し、
省横断的に取組を推進することとしている。

 デジタルトランスフォーメーションにより下記の４つの実現を目指すとされ、
１７の施策があげられている。
○行政手続きの迅速化や暮らしのサービス向上
○危険・苦渋作業からの解放による安全で快適な労働環境

○インフラのデジタル化による検査や点検、管理の高度化
○在宅勤務や遠隔による災害支援など新たな働き方

ふくしま建設業振興プランの改定 ～新型感染症による建設業への影響～
３．新型感染症による建設業への影響

(4) 民間の建設投資への影響
 新型感染症により、民間の建設投資・設備投資に影響が生じている。

 民間の調査によると、2020年10月以降の建設投資計画について、「後ろ倒し」「中
止・無期延期」になったと回答した企業が全体の約13％、機械設備投資計画について、
同約19%となっている。（出典：一般財団法人建設物価調査会「民間企業設備投資動向調査(R2.9)）

 その理由としては、「自社のキャッシュフロー確保」「市場の先行不透明感」が挙げら
れている。

資料4-3



４．第5回福島県建設業産学官連携協議会(R2.9)での委員意見
○復興事業完了後の県内建設業の絵姿として、県内の地域差・地域性に配慮した
改定とすべき。

○建設業従事者の減少が進む中で、複合災害への対応を含め、減災に関する取組に
ついても盛り込むべき。

○震災後10年での福島県内の変化を踏まえ、将来の方向性を考えるという、全体を
俯瞰した改定とすべき。

○企業や従業員がプランを見た際に、やる気が湧いてくるものとなるよう、戦略的
で時間軸の見える実行可能なプランとすべき。地域格差も生じてきている中で、
希望を持てるプランであるべき。

ふくしま建設業振興プランの改定 ～プラン改定に向けて～ 資料4-4

５．第9回福島県建設業産学官連携協議会幹事会(R2.10)での委員意見
○建設業における女性活躍について、プランの施策や目標として盛り込むべき。

○人口減少、建設投資減少が進む中においても、地域毎に最低限必要となる基盤を
確保するという視点が不可欠であることを、プランにて考慮すべき。

○働き方改革については、働き方改革に関する各取組のみならず、下請も含めて
働きやすい環境を産官一緒に整えていくことが重要である。

○市場が縮小していく中で技術者を確保しインフラを維持していく仕組みや、公共
事業に限らず住民目線のまちづくりの仕事なども含めて業務量確保を図るといった
業態変化についても考える段階にある。

※１～５の内容等を踏まえ、
プラン改定における「建設業を取り巻く情勢の変化」「課題」「目標」等
を整理し、改定素案を作成する。

※第10回幹事会(R3.2) において、改定素案を提示予定。

～プランの改定に向けて～
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